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 導入自治体数 147自治体（2022年１月４日時点）
（都道府県）茨城県、群馬県、三重県、大阪府、佐賀県
（政令指定都市）札幌市、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、新潟市、浜松市、京都市、

大阪市、堺市、岡山市、広島市、北九州市、福岡市、熊本市
（23区）港区、文京区、世田谷区、渋谷区、中野区、豊島区、足立区、江戸川区

ほか

 交付件数※ 2,537組（2021年12月31日時点、141の導入自治体の合計）

※ 証明書や受領証等、パートナーシップを証明する書類の交付
（備考）渋谷区全国パートナーシップ制度共同調査（2021年12月31日時点）より作成

パートナーシップに関する制度の状況

2015年11月、渋谷区、世田谷区が同性パートナーシップ制度を導入。
一定の条件を満たす場合にパートナーシップ証明書等を発行。

【渋谷区（パートナーシップ証明書）】
法律上の婚姻とは異なるものとして、男女の婚姻関係と異ならない程度の実質を備える戸籍上の性別が同一である二者間の社会生活関係を「パートナーシップ」と定

義し、条例においてパートナーシップの関係にあることを確認、証明するもの
（備考）「【概要】渋谷区パートナーシップ証明について」より

【世田谷区（同性パートナーシップ宣誓）】
同性カップルである区民の自由な意思によるパートナーシップの宣誓書を受け取ることにより、同性カップル＊の方の気持ちを区が受け止めるという取組み。「パー

トナーシップ宣誓書受領証」（「パートナーシップの宣誓」がされたことを証するもの）が交付される。
＊この取組みでの「同性カップル」とは、お互いを人生のパートナーとして生活を共にしているか、これから共にすることを約束した同性（自認する性が同じである場
合を含みます）のカップルを言います。

（備考）世田谷区ウェブサイト「同性パートナーシップ宣誓について」より



様々なパートナーシップ制度

 同性に限らない事例（例：横浜市パートナーシップ宣誓制度）
お互いを人生のパートナーとして、相互に協力し合う関係であることを宣誓した、性的少数者や事実婚の方に対して、
横浜市が「パートナーシップ宣誓書受領証」及び「パートナーシップ宣誓書受領証明カード（希望者のみ）」を交付する制度

宣誓件数 233件（2021年12月末時点）

【内訳】（2021年12月末時点）

戸籍上の性が 女性同士92件（39％）、男性同士62件（27％）、異性間79件（34％）

 子または親など近親者を対象に含める事例（例：ファミリーシップ制度）
兵庫県明石市が2021年１月に導入。
埼玉県所沢市、飯能市、入間市、日高市、川島町、東京都足立区、徳島県徳島市 など

パートナーシップ関係であることを表明した二者に関して、子や親など近親者についても、家族関係の
届出が受理されたこと等を公に証明するもの。

 パートナーシップ制度は、自治体ごとに内容（根拠、交付書類、対象等）が異なり、同性に限らず、
事実婚パートナーや子などの近親者も制度の対象としている自治体もある。



交付書類の例（証明書、受領証等）

 交付書類として、パートナーシップ証明書や、宣誓が受理されたことを証する書類等がある。

（表面）

▲（見本）渋谷区パートナーシップ証明書 ▲（見本）横浜市パートナーシップ宣誓書受領証

▲（見本）
横浜市パートナーシップ
宣誓書受領証明カード

（裏面）

（表面） （裏面）
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